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土木設計業務等委託契約書等の第５条第３項及び第４項の規定を 

使用する場合の事務手続について 

 

 「「土木設計業務等委託契約書の制定について」の一部改正について」（令和２年３

月 24 日付け国地契第 68 号、国北予第 52 号）、「「建築設計業務委託契約書の制定につ

いて」の一部改正について」（令和２年３月27日付け国地契第71号、国北予第52号）、

「「建築工事監理業務委託契約書の制定について」の一部改正について」（令和２年３

月 30 日付け国地契第 72 号、国北予第 55 号）及び「「発注者支援業務等委託契約書の

制定について」の一部改正について」（令和２年３月 30 日付け国地契第 73 号、国北

予第 56 号）により、契約書（「土木設計業務等委託契約書の制定について」（平成７

年６月 30 日付け建設省厚契発第 26 号）、「建築設計業務委託契約書の制定について」

（平成 10 年 10 月１日付け建設省契発第 37 号）、「建築工事監理業務委託契約書の制

定について」（平成 13 年２月 15 日付け国官地第３－２号）又は「発注者支援業務等

委託契約書の制定について」（平成 24 年１月 10 日付け国地契第 22 号、国北予第８

号）の別冊をいう。以下同じ。）に第５条第３項及び第４項の規定が追加されたところ

であるが、受注者が土木設計業務、建築設計業務、建築工事監理業務又は発注者支援

業務等（以下「建設コンサルタント業務等」という。）に必要な資金が不足するために



 

業務委託料債権を譲渡する場合においては、受注者における赤字の発生及び資金繰り

の悪化が顕著となっていることが想定され、契約内容が確実に履行されないおそれが

ある。 

 このため、契約相手が契約締結の際に契約書第５条第３項及び第４項の使用を希望

する場合は、経営状況その他の契約を履行する体制の確保状況を調査した上で当該条

項の使用を判断することとし、その事務手続を別添「契約履行調査マニュアル」のと

おり定めたので、遺漏なきよう措置されたい。 

  



 

別添 

 

契約履行調査マニュアル 

 

１．適用対象 

  本マニュアルは、落札者又は契約の相手方（以下「相手方」という。）の決定後

に契約書第５条第３項及び第４項（以下「譲渡条項」という。）の使用を希望する

申出をした者（契約後に譲渡条項を使用したいと申し出る受注者を含む。）に対し

て適用する。 

 

 譲渡条項は、受注者が業務委託料債権の第三者への譲渡について発注者から承諾を

得る要件及び受注者が業務委託料債権を第三者へ譲渡する条件について規定してお

り、これらの規定を契約に使用するか否かは個別に判断することとなっているが、本

マニュアルは、譲渡条項の使用に当たっては、相手方の経営状況その他の契約を確実

に履行する体制の確保状況を調査したうえで判断することを目的として作成したも

のである。 

 

２．調査方法 

１．本マニュアルに基づく調査（以下「本調査」という。）は、相手方が決定され

た日から実施することとし、可及的速やかに相手方からの事情聴取、関係機関等

への照会等の調査を完了すること。 

２．本調査は下記の手順で実施するものとする。 

① 相手方の決定の日から２日以内（行政機関の休日に関する法律（昭和63年法

律第91号）第１条第１項各号に規定する行政機関の休日（以下「休日」という。）

を含まない。）に相手方が譲渡条項の使用の希望を申し出た場合は、相手方に

対し、本調査の対象である旨申し述べる。 

② 資料（別記様式-１～９等）を作成し、原則として相手方の決定の日から５

日以内（休日を含まない。）に支出負担行為担当官等あてに相手方の責任者等

から提出するよう求める。 

③ 資料の受領後、本マニュアル「３.調査内容」に基づき事情聴取を行う。事情

聴取は、相手方の責任者（支店長、営業所長等）から行う。 

   なお、資料は、事情聴取当日ではなく事前に提出させるものとする。 

３．本調査の実施に際し、本マニュアルで定められた資料提出等が行われない場合

は、調査対象者に対し、期限を定めて積極的な説明を求め、これに応じないとき

は、入札説明書の記載に従い、譲渡条項を使用しないで契約を締結する旨申し述

べる。 



 

４．契約変更時に相手方から譲渡条項を使用したい旨の申し出があった場合も本調

査を実施するものとする。なお、既に提出済みの書類等から調査内容が確認でき

る場合は、適宜提出書類を除して対応するものとする。 

 

 

 

３．調査内容 

 本調査において、支出負担行為担当官等は、相手方が契約を確実に履行する体制

を確保しているか否かを確認するため、次の内容について調査を行うものとする。 

（１） 譲渡条項の使用を希望する理由           （様式－１） 

（２） 契約金額の内訳                  （様式－２） 

（３） 当該契約の履行体制                （様式－３） 

（４） 手持ちの建設コンサルタント業務等の状況      （様式－４） 

（５） 配置予定技術者名簿                （様式－５） 

（６） 手持機械等の状況（現場調査を実施する場合に限る） （様式－６） 

（７） 過去において受注した同種又は類似の業務の名称   （様式－７） 

（８） 経営状況                     （様式－８） 

（９） 信用状況                                         （様式－９） 

（10） その他支出負担行為担当官等が必要と認める事項                     

       

  

（１） 譲渡条項の使用を希望する理由（様式－１） 

    資金計画書（様式－１の２）の提出を求め、債権譲渡をしなければ契約の

履行に必要な資金が不足する理由を確認する。 

（２） 契約金額の内訳書 

    「契約金額の積算内訳（様式－２の１又は様式－２の２）」について以下

を確認する。  

 ① 数量総括表に対応した内訳書となっているか。また、数量総括表に記載

されている区分別の費用内訳が分かる明細書となっているか。ただし、建

築関係の建設コンサルタント業務を除く。 

 ② 契約対象業務の実施に必要な費用が計上されているか。 

 ③ 再委託予定の業務内容と金額が妥当なものであるか。 

 

（３） 当該契約の履行体制 

    当該契約の履行体制（様式－３）の内容について、以下を確認する。 

    ① 業務内容に照らして、配置予定技術者数が十分であるか。 

  ② 再委託予定の業務内容と金額が妥当なものであるか。 

 



 

（４） 手持ちの建設コンサルタント業務等の状況 

     「手持ちの建設コンサルタント業務等の状況（様式－４）」について、配

置予定技術者ごとの手持業務の量に照らして、契約対象業務の実施に支障が

ないか確認する。 

 

（５）  配置予定技術者名簿 

「配置予定技術者名簿（様式－５）」について、契約対象業務の実施のた

め、当該配置予定技術者が分担する役割の十分な遂行に必要な資格を有する

か確認する。 

 

（６）  手持機械等の状況 

    「手持機械等の状況（様式－６）」について、記載された手持機械を保有

しているか、当該機械を契約対象業務で使用する予定であるか又はリースす

る予定であるかを確認する。 

 

（７） 過去において受注した同種又は類似の業務の名称 

    「過去において受注した同種又は類似の業務の名称（様式－７）」の内容

について、以下を確認する。 

① 記載された業務実績が実在するものであるか。 

② 過去に同種又は類似の業務を実施した実績が契約対象業務に要する経費

の低減に資するか。 

 

（８） 経営状況 

  直前３カ年の事業（営業）年度に係る計算書（原則として、「会社法」（平

成17年法律第86号）に規定する貸借対照表及び損益計算書）の提出を求める

ことや、関係機関への照会により、経営状況に特段の問題がないことを確認

する。照会の結果、情報を得られた場合には経営状況に関する資料（様式－

８）を作成する。 

 

（９） 信用状況 

    関係機関への照会により、信用状況に特段の問題がないことを確認する。

照会の結果、情報を得られた場合には信用状況に関する資料（様式－９）を

作成する。 

 

（10） その他支出負担行為担当官等が必要と認める事項 

  必要に応じて、（１）から（９）に掲げる事項以外の事項についても調査

するものとする。 



 

  

４．競争参加者等への周知 

  本手続の円滑な運用を図るため、支出負担行為担当官等は、入札説明書等に次の

ことを記載し、問題が発生しないよう配慮する。ただし、債権譲渡の対象とならな

い業務（受託業務等の特定の歳入財源を前提とした業務、他省庁等からの支出委任

業務）の場合は以下の記載は行わず、第５条第３項及び第４項を削除した契約書案

を掲載すること。 

 （１） 契約を締結するに当たり、相手方が契約書案第５条第３項及び第４項の規

定の使用を希望する場合は相手方の決定の日から２日以内にその旨申し出る

とともに、当該相手方が契約の内容を確実に履行する体制を有しているか否

かを確認するための調査を実施すること。 

（２） 相手方は当該調査の実施に協力し、相手方の決定の日から５日以内に必要

な書類を提出すること。 

  （３） 調査の結果、業務委託料債権が本契約の履行以外の目的で使用されるおそ

れがあると認められるときは、契約書案第５条第３項及び第４項を削除して

契約を締結すること。 

 

５．その他 

 本調査を実施することなく、第５条第１項ただし書の承諾をすることができる場合

として、例えば完了検査合格後の債権譲渡が該当するため、留意すること。 

 


